
１．職員の任免に関する状況

（１）職員採用・退職の状況（令和2年4月2日～令和3年4月1日）

（注）１．退職者数、採用者数には、再任用常時勤務職員、任期付職員、総務省、国土交通省及び京都府教育委員会の割愛

　　　　人事による者を含みます。

　　　２．(　　)内は、フルタイム会計年度任用職員についての外書きです【以下同じ】。

　　　３．会計年度任用職員の退職者数には、フルタイムからパートタイムへの任用変更を含みます。

（２）職員採用試験の状況

○定期採用試験【前期試験日程】（令和3年4月1日採用）

○定期採用試験【後期試験日程】（令和3年4月1日採用）

○定期採用試験【後期試験日程※高卒新卒】（令和3年4月1日採用）

（３）事由別退職者数（令和2年4月1日～令和3年3月31日）

（４）部門別職員数の状況（各年4月1日現在） （単位：人）

（注）１．職員数は、一般職に属する職員数（再任用常時勤務職員含む）です。

　　　２．[　　]内は、条例定数の合計です。

R2.4.1職員数 退職者数 採用者数 R3.4.1職員数

500人 (16人) 30人 (6人) 21人 (0人) 491人 (10人)

受験者数 合格者数

男 女 計(A) 男 女 計(B)

事務職 124人 76人 37人 113人 1人 3人 4人 28.3倍 2人

土木技師 7人 5人 1人 5人 1人 0人 1人 5.0倍 1人

保健師 12人 1人 11人 12人 0人 4人 4人 3.0倍 1人

計 143人 82人 49人 130人 2人 7人 9人 14.4倍 4人

受験者数 合格者数

男 女 計(A) 男 女 計(B)

事務職 117人 53人 44人 97人 1人 3人 5人 19.4倍 4人

事務職（障がい者対象） 10人 9人 0人 9人 0人 0人 0人 － 0人

保育士・幼稚園教諭 20人 2人 17人 19人 0人 2人 2人 9.5倍 1人

計 147人 64人 61人 125人 1人 5人 7人 17.9倍 5人

受験者数 合格者数

男 女 計(A) 男 女 計(B)

事務職 8人 4人 1人 5人 1人 1人 2人 2.5倍 1人

事務職（障がい者対象） 1人 0人 1人 1人 0人 0人 0人 － 0人

計 9人 4人 2人 6人 1人 1人 2人 3.0倍 1人

定年退職 早期退職 普通退職 分限免職 懲戒免職 死亡退職 再任用満了 計

11 人 6 人 7 人 0 人 0 人 0 人 3 人 27 人 

区　分　 職　員　数

　部　門 令和３年 令和２年

議　　会 4 4 0 

総　　務 83 80 3 業務量増及び府への派遣による増

税　　務 28 29 △ 1 事務効率化による減

民　　生 165 (6) 169 (11) △ 4 (△ 5) 再任用短時間職員及びパートタイム会計年度任用職員の配置による減

衛　　生 12 12 0 

労　　働 0 0 0 

農林水産 11 11 0 

商　　工 6 7 △ 1 観光イベント等廃止による減

土　　木 52 53 △ 1 まちづくり事業推進室事務効率化による減

小　計 361 (6) 365 (11) △ 4 (△ 5) 

教　　育 66 (4) 69 (5) △ 3 (△ 1) 再任用短時間勤務職員の配置による減、幼稚園入所希望者減少による減

小　計 66 (4) 69 (5) △ 3 (△ 1) 

水　　道 22 23 △ 1 水道業務課事務効率化による減

下  水  道 12 12 0 

そ  の  他 30 31 △ 1 高齢介護課事務効率化による減

小　計 64 66 △ 2 

491 (10) 500 (16) △ 9 (△ 6) 

[575] [575] [0]

職種 申込者数
競争率
(A/B)

（参考）
採用者数

職種 申込者数
競争率
(A/B)

（参考）
採用者数

職種 申込者数
競争率
(A/B)

（参考）
採用者数

対前年
増減数

主な増減理由

特別行政

公営企業等
会　　計

合　　　計

一般行政
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（５）職種別職員数の状況（各年4月1日現在） （単位：人）

（６）職員数の推移（各年4月1日現在）（単位：人）

（７）年齢別職員構成の状況（令和3年4月1日現在）

（単位：人）

一般行政職 税務職
薬剤師・

医療技術職
（栄養士）

看護･
保健職

（保健師）

福祉職
（保育士）

企業職 技能労務職 教育公務員 計

328 28 2 17 71 22 1 22 491 

(6) (4) (10) 

329 29 2 17 73 23 3 24 500 

(11) (5) (16) 

△ 1 △ 1 0 0 △ 2 △ 1 △ 2 △ 2 △ 9 

△ 5 △ 1 △ 6 

0 10 21 24 19 33 43 48 41 10 249
(0) (0) (0) (1) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (1) 

1 31 44 33 14 29 39 22 27 2 242
(0) (1) (0) (0) (1) (3) (2) (2) (0) (0) (9) 

1 41 65 57 33 62 82 70 68 12 491
(0) (1) (0) (1) (1) (3) (2) (2) (0) (0) (10) 

令和３年

令和２年

対前年増減数

区分
20歳
以下

21～
25歳

26～
30歳

31～
35歳

36～
40歳

41～
45歳

46～
50歳

51～
55歳

56～
60歳

61歳
以上

計

職
員
数

男

女

計

503

502
500

506

501

497

500
499

491
490

500

49169,310

70,334

71,057
72,114 72,359

73,319

74,561

75,555

76,447

77,532

78,413

79,263

480

490

500

510

520

530

540

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

64,000

66,000

68,000

70,000

72,000

74,000

76,000

78,000

80,000

職員数

住民基本台帳人口

(16)

0.2%

8.4%

13.2%

11.6%

6.7%

12.6%

16.8%

14.3%

13.8%

2.4%

10.0%

0.0%

10.0%

10.0%

30.0%

20.0%

20.0%

0.0% 0.0%

9.0%

13.0%

6.2%

12.0%

17.2%

15.2%

17.4%

10.0%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

20歳以下 21～25歳 26～30歳 31～35歳 36～40歳 41～45歳 46～50歳 51～55歳 56～60歳 61歳以上

構成比

構成比（会計年度任用職

員）
【参考】５年前の構成比

(10)
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（８）定員適正化計画の数値目標及び進捗状況

　本市の職員の定員管理におきましては、第１次「木津川市定員適正化計画」において、平成２１年度からの５年間で、類似

団体別職員数の１割減を目標とする計画を策定し、適切な定員管理に取り組んできました。

　平成２６年度には、第２次「木津川市定員適正化計画」を策定し、計画当初の職員数を維持していくことに取り組み、目標

年度の平成３０年度では、計画値を９名下回るという結果になりました。

　令和元年度からは、第３次「木津川市定員適正化計画」を策定し、最小の経費で最大の行政効果が発揮できるよう効率的な

行政運営や民間活力の活用等に取り組み、計画期間の５年間に総職員数４１名の削減を目標とします。

ア．定員管理の数値目標

イ．定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要（各年4月1日現在）

（注）１．職員数は、一般職に属する職員数（教育長除く。任期付職員及び再任用常時勤務職員を含み、他団体等への派遣

　　　　　職員を除く。）です。

　　　２．増減は各年にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては、計画１年目以降現年までの

　　　　　職員増減数の累計を示します。

２．職員の人事評価の状況

　人事評価制度は、職員がその職務を遂行するにあたり発揮した能力及び挙げた業績を把握して行われるものであり、人事評

価による職員の人材育成及び能力開発と、人事評価結果を適正な人事配置や給与等へ反映させることを目的としています。

　本市においては、平成２６年度から人材育成を目的として人事評価を導入していましたが、平成２８年度の地方公務員法の

改正に合わせて見直しを行い、平成２９年度から新たな人事評価制度を実施しています。

３．職員の給与の状況

（１）人件費の状況（普通会計決算）

（注）人件費には、特別職に支給される給料、報酬などを含みます。

（２）職員給与費の状況（普通会計予算）

（注）１．職員手当には退職手当を含みません。

　　　２．給与費は当初予算に計上された額であり、給与改定分は含みません。

計画期間

始期 終期

令和元年 令和2年 令和3年 令和4年 令和5年 平成31年～

１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 令和5年　計

職員数 360 353 348

増減 △ 7 △ 5

職員数 64 69 66

増減 5 △ 3

職員数 424 422 414

増減 △ 2 △ 8

職員数 66 66 64

増減 0 △ 2

職員数 490 488 478

増減 △ 2 △ 10

給　　与　　費

給料 職員手当 期末・勤勉手当 計　　Ｂ

410 人 1,622,436千円 379,082千円 698,258千円 2,699,776千円 6,585千円 

(15 人) (36,767 千円) (8,463 千円) (7,898 千円) (53,128 千円) (3,542 千円)

数値目標

平成31年4月1日 令和5年4月1日 41名　減員

　　　　　　　　区　分
　部　門

普
通
会
計

一 般 行 政 △ 12

教 育 2

小 計 △ 10

公営企業等会計 △ 2

合 計 △ 12

区　分
住民基本
台帳人口

（R3.3.31現在）

歳出額 A 実質収支 人件費 B
人件費率
（B／A）

（参考）
Ｒ１年度の
人件費率

令和２年度 79,263 人 37,906,419千円 543,966,456千円 4,745,754千円 12.5 % 14.5 %

区　分
職員数

Ａ
１人当たり

給与費（Ｂ/Ａ）

令和３年度
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（３）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和3年4月1日現在）

（注）１．平均給料月額とは、各職種ごとの職員の基本給の平均です。

　　　２．平均給与月額とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などの諸手当

　　　　　を合計したものです。なお、下段の数値は、国家公務員の平均給与月額が、時間外勤務手当等を含めずに公表

　　　　　されているため、比較用に再計算した額です。

　　　３．国家公務員の数値は、令和２年国家公務員給与等実態調査によるもので、人事院から公式発表された数値の

　　　　　み記載しています。

【参考】国家公務員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和2年国家公務員給与等実態調査）

401,154 円

363,969 円

387,100 円

387,100 円

420,289 円

334,511 円

471,000 円

385,000 円

394,300 円

314,329 円

345,270 円

(231,883 円)

411,523 円

390,450 円

297,169 円

(225,250 円)

392,298 円

(229,210 円)

職種 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

一般行政職 43.8 歳 318,800 円

技能労務職 57.3 歳 365,200 円

税務職 38.3 歳 293,000 円

薬剤師・医療技術職
（栄養士）

48.3 歳 350,700 円

看護・保健職
（保健師）

39.3 歳 287,800 円

福祉職
（保育士）

41.5 歳 308,100 円
(41.3 歳) (204,500 円)

334,863 円

企業職 49.4 歳 344,400 円

教育公務員
41.2 歳 261,500 円

(44.8 歳) (204,500 円)
292,223 円

全職種
43.2 歳 315,800 円

(42.7 歳) (204,500 円) 356,745 円

職種 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

一般行政職 43.2 歳 337,788 円 408,868 円

技能労務職 50.9 歳 287,283 円 328,862 円

税務職 42.8 歳 358,234 円 435,038 円

薬剤師・医療技術職
（栄養士）

46.3 歳 310,456 円 354,807 円

看護・保健職
（保健師）

47.3 歳 317,928 円 355,144 円

福祉職
（保育士）

43.4 歳 333,957 円 385,247 円

全職種 42.9 歳 337,788 円 416,203 円
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（４）職員の初任給の状況（令和3年4月1日現在）

（５）ラスパイレス指数の状況（各年度4月1日現在）

（注）ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数です。

（６）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和3年4月1日現在）

（注）１．経験年数とは、卒業後直ちに採用され引き続き勤務している場合の採用後の年数をいいます。

　　　２．採用前に民間企業などの経歴がある場合は、その期間が前歴換算され採用後の年数に加えられます。

　　　３．該当者がいない欄は「－」としています。

（７）一般行政職の級別職員数の状況（令和3年4月1日現在）

（８）職員手当等の状況

ア．期末・勤勉手当（令和3年4月1日現在）

1人当たり平均支給額（令和2年度決算）

（令和2年度支給割合） （令和2年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

　・役職加算　　　5％～15％ 　・役職加算　　　5％～20％

　・管理職加算    10％～14％ 　・管理職加算    10％～25％

（注）１．１人当たり平均支給額は、6月期及び12月期の支給合計額の平均額です。

　　　２．（　　）内は会計年度任用職員についての支給率で、期末手当のみ支給されます。

区　　分 木津川市 京都府 国

大学卒 188,700 円 191,000 円 182,200 円

高校卒 160,100 円 156,700 円 150,600 円

主任保育士・幼稚園教諭
（会計年度任用職員）

(202,700 円) (－ 円) (－ 円)

木津川市 96.5 96.1 95.9 98.3 98.5

全地方公共団体平均 99.1 99.1 99.2 99.2 99.3

全国市平均 98.9 98.9 99.1 99.1 99.1

全国町村平均 96.4 96.3 96.4 96.4 96.3

区　　　分 経験年数１０年 経験年数１５年 経験年数２０年

大　学　卒 273,100 円 －　円 345,380 円

高　校　卒 268,400 円 －　円 －　円

主任保育士・幼稚園教諭（会計年度任用職員） (－　円) (－　円) (－　円)

区　分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級

職員数 6 人 90 人 136 人 162 人 71 人 9 人 17 人 491 人

構成比 1.2 % 18.3 % 27.7 % 32.9 % 14.5 % 1.8 % 3.5 % 100.0 %

木津川市 国

0 千円 (352 千円) 

2.55月分 (2.55月分) 1.90月分 2.55月分 1.90月分

一般行政職

年度 令和2年 令和元年 平成30年 平成29年 平成28年

一　般　行　政　職

計標準的な
職務内容

主　事 主　事 主　任
課長補佐
係　　長

課　長
主　幹

次　長 部　長

令和２年

―
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イ．退職手当（令和3年4月1日現在）

（注）１．本市の退職手当は、京都府市町村職員退職手当組合の規定によります。

　　　２．退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額です。

ウ．地域手当（令和3年4月1日現在）

227千円　

エ．特殊勤務手当（令和3年4月1日現在）

37千円　

3千円　

オ．時間外勤務手当及び休日勤務手当（令和3年4月1日現在）

（注）職員１人当たり平均支給年額の算出にあたっては、支給対象とならない管理職員は除外しています。

木津川市 国

自己都合 早期・定年 自己都合 早期・定年

勤　続　２　０　年 19.6695月分 24.586875月分 19.6695月分 24.586875月分

勤　続　２　５　年 28.0395月分 33.270750月分 28.0395月分 33.270750月分

勤　続　３　５　年 39.7575月分 47.709000月分 39.7575月分 47.709000月分

最　高　限　度　額 47.7090月分 47.709000月分 47.7090月分 47.709000月分

定年前早期退職特例措置（3～45％加算） 定年前早期退職特例措置（3～45％加算）

退職手当の調整額（退職前60月の在職期間
の在級区分により調整額を加算）

退職手当の調整額（退職前60月の在職期間
の在級区分により調整額を加算）

１人あたり平均支給額 5,139千円 19,532千円 ― ―

支給実績（令和2年度決算） 152 千円 (2,333 千円) 

支給職員1人当たり平均支給年額（令和2年度決算） 0 千円 (146 千円) 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

市全域 6% 496人 6%

京都市・大津市 10% 2人 10%

特別区 20% 2人 20%

区　　　　　　　分 全　　　職　　　種

支給実績（令和2年度決算） 78 千円 (3 千円) 

支給職員1人当たり平均支給年額（令和2年度決算） 19 千円 (1 千円) 

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和2年度） 8.2 % 

手当の種類（手当数） 3種類　

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記に対する支給単価

感染症防疫作業従事手
当

まち美化推進課職員
健康推進課職員

感染症が発生し又は発生するおそれがある場合に
おいて、感染症患者等の救護、感染症菌の付着の
危険がある物件の処理作業、感染症菌を有する家
畜等に対する防疫作業処理作業に従事した場合

1回　500円

行旅病人及び行旅死亡
人取扱作業従事手当

くらしサポート課職員
行旅病人の病院への収容作業に従事した場合及び
行旅死亡人の収容埋葬又は身元判明時において身
元引受人に遺体を引渡す作業に従事した場合

行旅病人　
　　　　　1回　1,000円
行旅死亡人　
　　　　　1体　5,000円

犬猫の死体処理取扱作
業従事手当

全職員 犬猫の死体処理作業に従事した場合
1匹　500円

※箱詰め状態のものは、
1匹　200円

97,224 千円　 260 千円　

(277 千円) (17 千円) 

令和元年 143,172千円 385千円

1,037 千円　 15 千円　

(1 千円) (1 千円) 

令和元年 1,780千円 21千円

区分

その他の加算措置

手当名 年度 支給実績
職員１人あたり
平均支給年額

内容及び支給割合

時間外勤務手当

令和2年
正規の勤務時間を超えて勤務した職員に支給
　　　　　　　勤務日　　 週休日   60時間超※
下記以外     125/100　  135/100　　150/100
22:00～5:00  150/100　  160/100    175/100
※月60時間を超える場合は支給割合を引き上げ

休日勤務手当

令和2年 祝日及び年末年始の休日において勤務した職員に支給

下記以外     時間単価×1.35倍
22:00～5:00  時間単価×1.60倍

- 6 -



カ．その他の手当（令和3年4月1日現在）

○配偶者　　6,500円

○扶養親族（配偶者を除く）　　

1人につき 子　10,000円

子以外　6,500円

○満16歳の年度当初から満22歳の年度末までの子　

１人につき5,000円加算

○借家・借間居住者

　家賃の額が月額16,000円を超える場合

　　家賃の額に応じ月額1,000円～28,000円

○自動車及び自転車等利用する職員

 2km未満 月額 　  0円

 2km以上 5km未満 月額 2,000円

 5km以上10km未満 月額 4,200円

10km以上15km未満 月額 7,100円

15km以上20km未満 月額10,000円

20km以上25km未満 月額12,900円

25km以上30km未満 月額15,800円

30km以上35km未満 月額18,700円

35km以上40km未満 月額21,600円

40km以上45km未満 月額24,400円

45km以上50km未満 月額26,200円

50km以上55km未満 月額28,000円

55km以上60km未満 月額29,800円

60km以上 月額31,600円

○交通機関を利用する職員

６か月定期券等の額を一括支給

（月額換算55,000円を限度）

○課長級以上の管理職員に対して支給

　給料×支給割合＝支給額

部長級　14％　次長級　13％

課長級　11％　主幹級　10％

○宿日直勤務をした職員に支給

　勤務１回につき　4,400円

　※１回の勤務時間が5時間未満の場合は半額

（９）特別職の報酬等の状況（令和3年4月1日現在）

　　　給　　　料　　　月　　　額

支給実績
支給職員１人
当たり平均
支給年額

（令和2年度決算）

〇単身で赴任する職員に対して支給

　月額30,000円

　※ 職員の住居と配偶者の住居との間の交通距

　離により8,000円～70,000円加算

地域手当を含めた給料月額（うち地域手当の額）

市長 880,000円 932,800円  (52,800円)

副市長 730,000円 773,800円  (43,800円)

水道事業管理者 660,000円 699,600円  (39,600円)

教育長 660,000円 699,600円  (39,600円)

議長 470,000円 ―

副議長 380,000円 ―

議員 350,000円 ―

手当名 内容及び支給単価
国の制度
との異同

国の同制度
会計年度
任用職員
への支給

扶養手当 同 ― 無 48,214千円 250千円 

住居手当 同 ― 無 20,519千円 281千円 

単身
赴任
手当

同 ― 無 648千円 648千円 

管理職
手　当

異

給料月額の特
別調整額とし
て、役職に応
じて46,300円
～ 130,300 円
を加算

無 48,828千円 519千円 

宿日直
手　当

同 ― 無 0千円 0千円

区分

給
料

地
域
手
当

報
酬

通勤手当 同 ― 有
29,895千円 66千円 
(971 千円) (75 千円) 
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　　　給　　　料　　　月　　　額

（令和2年度支給割合） 6月期　1.7月分　　12月期　1.65月分

（期末手当計算式）

市長等　((給料＋地域手当)＋(給料×0.2)＋役職加算額((給料＋地域手当)×0.15))×支給割合

（令和2年度支給割合） 6月期　1.7月分　　12月期　1.65月分

（期末手当計算式）

　　　　(報酬＋役職加算額(報酬×0.15))×支給割合

（算定方式） （支給時期） （任期満了時退職手当額）

給料月額×5.30倍×在職年数 任期毎

　　〃　　3.15倍　　〃 　〃

　　〃　　2.70倍　　〃　　 　〃

　　〃　　2.70倍　　〃　　 　〃

（注）１．期末手当の支給割合は、本年の人事院勧告の改正前の数値となっています。

　　　２．任期満了時退職手当額は、令和3年4月1日現在の給料月額で算定しています。

４．職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

（１）職員の勤務時間（一般職の標準的なもの）

　（注）保育園、図書館など不規則な勤務に従事する職員については、勤務時間を週当たり38時間45分となるように勤務の

　　　割り振りを行っています。

（２）時間外勤務及び休日勤務の状況（令和2年4月1日から令和3年3月31日）

（注）算出にあたり管理職員は対象から除きます。

（３）年次有給休暇の取得状況（令和2年1月1日から令和2年12月31日）

（参考）令和元年における平均取得日数

（４）病気休暇の状況（令和3年4月1日現在）

（注）取得件数及び総取得日数については、令和2年1月1日から令和2年12月31日の期間となります。

地域手当を含めた給料月額（うち地域手当の額）

市長

副市長

水道事業管理者

教育長

議長

副議長

議員

市長

副市長

水道事業管理者

教育長

市長 18,656千円

副市長   9,198千円

水道事業管理者   7,128千円

教育長 5,346千円

1週間の勤務時間 開始時刻 終了時刻 休憩時間 週休日の振替制度

時間外・休日勤務総時間数 職員1人当たり年間平均時間

34658.5時間 83.9時間

総付与日数 総取得日数 全対象職員数 平均取得日数 取得率

17,238日 5,469日 459人 11.5日 31.73%

木津川市 国 全地方公共団体 民間

平均使用日数 11.9日 14.9日 11.7日 10.1日

病気休暇の種類 期間 取得件数 総取得日数

公務上の負傷又は疾病 その療養に必要と認められる期間 1 件 (0 件) 5 日 (0 日) 

結核性疾患
１年を超えない範囲で、その療養に必
要と認められる期間

0 件 (0 件) 0 日 (0 日) 

上記以外の負傷又は疾病
90日を超えない範囲で、その療養に必
要と認められる期間（特定疾病につい
ては、180日を超えない範囲）

332 件 (1 件) 2,323 日 (3 日) 

区分

通
勤
手
当

※　一般の職員の例に準じる。

退
職
手
当

38時間45分 8:30 17:15 12:00～13:00 有

期
末
手
当
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（５）特別休暇等の状況（令和3年4月1日現在）

（注）取得状況については、令和2年1月1日から令和2年12月31日の期間となります。

休暇の種類 期間 取得実績

選挙権その他公民
としての権利行使

必要と認められる期間 0 件 (0 件) 

裁判員、証人、鑑定人、参考人
等として、官公署等への出頭

必要と認められる期間 0 件 (0 件) 

骨髄液提供のための休暇 必要と認められる期間 0 件 (0 件) 

社会貢献活動のための休暇 １年に５日以内でその都度必要と認められる期間 0 件 (0 件) 

結婚休暇 10日以内で必要と認められる期間 8 件 (0 件) 

産前産後休暇
分べんの予定日前８週間（多胎妊娠の場合にあっては、14週間）
に当たる日から、分べんの日後８週間目に当たる日までの期間の
中で職員が請求した期間

18 件 (0 件) 

育児休暇 生後１年未満の子を養育する場合、１日２回、１回30分 0 件 (0 件) 

生理休暇 連続する３日を超えない範囲内で必要と認められる期間 65 件 (0 件) 

配偶者の出産休暇 ２日以内で必要と認められる期間 8 件 (0 件) 

配偶者の出産に伴う
子の養育休暇

配偶者が出産する場合であってその出産予定日の８週間（多胎妊
娠の場合にあっては、14週間）前の日から当該出産の日後８週間
を経過する日までの期間にある場合において、当該出産に係る子
又は小学校就学の始期に達するまでの子を養育する職員が、これ
らの子の養育のため勤務しないことが相当であると認められる場
合　５日の範囲内で必要と認められる期間

23 件 (0 件) 

子の看護休暇

小学校就学の始期に達するまでの子を養育する職員が、その子の
負傷・疾病に係る看護のため勤務しないことが相当であると認め
られる場合　１年において５日（その養育する小学校就学の始期
に達するまでの子が２人以上の場合にあっては、１０日）の範囲
内の期間

99 件 (0 件) 

短期介護休暇

要介護者の介護、通院等の付添い、介護サービスの提供を受ける
ために必要な手続の代行及びその他必要な世話を行う職員が、当
該世話を行うため勤務しないことが相当であると認められる場合　
１の年において５日（要介護者が２人以上の場合にあっては、１
０日）の範囲内の期間

140 件 (0 件) 

忌引休暇
死亡した者の続柄に応じて１日から１０日の範囲内で必要と認め
られる期間

58 件 (2 件) 

法要休暇
父母の追悼のための特別な行事（死亡後15年以内に行われるもの
に限る）のため勤務しないことが相当と認められる場合　1日

1 件 (0 件) 

※平均使用日数

2.7 日 (1.9日) 

子の授業参観休暇 必要と認められる期間（義務教育に限る） 55 件 (0 件) 

子の入学式、卒業式休暇 半日の範囲内で必要と認められる期間（義務教育に限る） 35 件 (0 件) 

感染症の予防等による交通遮断
又は隔離による場合

必要と認められる期間 186 件 (1 件) 

職員の現住居が災害により
滅失、損壊しその復旧作業に

あたる場合
7日の範囲内の期間 0 件 (0 件) 

災害又は交通機関の
事故等による場合

必要と認められる期間 93 件 (0 件) 

夏季休暇 ７月から９月までの期間で、原則連続する３日の範囲の期間
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（６）介護休暇の状況（令和2年4月1日から令和3年3月31日）

（注）介護休暇取得者数は、令和元年度中に取得を開始した職員数です。

５．職員の休業に関する状況

（１）育児休業の状況（令和2年4月1日から令和3年3月31日）

○育児休業承認期間

○部分休業承認期間

（注）育児休業承認期間及び部分休業承認期間については、令和2年度中に新たに育児休業及び部分休業の取得を

　　　開始した職員数です。

要　介　護　者　数　（職員との続柄別）

配偶者 父母 子
配偶者
の父母

祖父母 兄弟姉妹 孫

男性職員 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 

女性職員 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 

計 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 

介　護　休　暇　承　認　期　間

1月以下
1月を超え
2月以下

2月を超え
3月以下

3月を超え
4月以下

4月を超え
5月以下

5月超え

男性職員 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 

女性職員 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 

計 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 

前年度からの継続職員 令和2年度中に取得可能となった職員

育児休業
取得者数

部分休業
取得者数

育児休業
対象者数

育児休業
取得者数

育児休業
取得率

部分休業
取得者数

男性 0人 0人 7人 1人 14.3% 0人 28.0%

女性 11人 6人 6人 6人 100.0% 4人 99.9%

計 11人 6人 13人 7人 53.8% 4人 

育　児　休　業　承　認　期　間

6月以下 6月超え
1年以下

1年超え
1年6月以下

1年6月超え
2年以下

2年超え
2年6月以下

2年6月超え

男性職員 3人 0人 0人 0人 0人 0人 3人 

女性職員 0人 1人 2人 1人 1人 1人 6人 

計 3人 1人 2人 1人 1人 1人 9人 

部　分　休　業　承　認　期　間

1年以下 1年超え
2年以下

2年超え
3年以下

3年超え
4年以下

4年超え
5年以下

5年超え

男性職員 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 

女性職員 0人 0人 0人 0人 4人 0人 4人 

計 0人 0人 0人 0人 4人 0人 4人 

区分
介護休暇
取得者数

区分 計

区分

令和元年度
国家公務員
育 児 休 業
取　得　率

区分 計

区分 計
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６．職員の分限及び懲戒処分の状況

（１）分限処分　（令和2年4月1日から令和3年3月31日の延べ件数）

（注）分限処分とは、職員の非違責任を追求する制裁的な処分ではなく、あくまでも公務の能率を維持し、適正な運営を確保

　　　するために地方公務員法第２８条に基づき行う処分です。主に免職、降任、休職等の処分があります。

（２）懲戒処分　（令和2年4月1日から令和3年3月31日の延べ件数）

（注）懲戒処分とは、職員の服務上の義務違反に対して、任命権者が、公務員関係の秩序を維持するために、地方公務員法

　　　第29条に基づき行う制裁的処分で、免職、停職、減給及び戒告の４種類があります。

休職

内精神疾患

勤務実績が良くない場合
（地公法28Ⅰ①）

0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件

心身の故障の場合
（地公法28Ⅰ②、28Ⅱ①）

0 件 0 件 0 件 31 件 24 件 0 件 0 件 31 件

職に必要な適格性を欠く場合
（地公法28Ⅰ③）

0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件

職制、定数の改廃、予算の減少
により廃職、過員を生じた場合
（地公法28Ⅰ④）

0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件

刑事事件に関し起訴された場合
（地公法28Ⅱ②）

0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件

条例で定めた事由による場合
（地公法28Ⅲ）

0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件

地公法第16条の欠格条項に該当
するに至った場合
（地公法28Ⅳ）

0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件

計 0 件 0 件 0 件 31 件 24 件 0 件 0 件 31 件

区　　　分 免職 停職 減給 戒告 計

法令に違反した場合
（地公法29Ⅰ①）

0件 0件 0件 0件 0件 

職務上の義務に違反し、又は職
務を怠った場合
（地公法29Ⅰ②）

0件 0件 0件 0件 0件 

全体の奉仕者たるにふさわしく
ない非行のあった場合
（地公法29Ⅰ③）

0件 0件 0件 0件 0件 

計 0件 0件 0件 0件 0件 

区　　　分 免職 降任 降給 失職 計
起訴休職 病気休職
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７．職員の服務の状況

（１）服務の根本基準

　職員は全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、全力で職務を遂行しなければなりません。職員が職務を遂行するに

あたり守るべき義務は、次のとおりです。

（２）職務に専念する義務の免除の状況（令和2年1月1日から令和2年12月31日）

区分 内容

職務命令等に従う義務
（地公法32）

職員は、その職務遂行に当たり法令等に従い、かつ上司の職務上の命令に忠実に従わな
ければなりません

信用失墜行為の禁止
（地公法33）

職員は、その職の信用を傷つけまたは職全体の不名誉となるような行為をしてはなりま
せん

守秘義務
（地公法34）

職員は職務上知り得た秘密を漏らしてはなりません

職務専念義務
（地公法35）

職員は、法令上特別の定めがある場合を除くほか、勤務時間中全力で職務を遂行しなけ
ればなりません

政治的行為の制限
（地公法36）

職員は、政党その他の政治的団体の結成に関与するなどの政治的行為をしてはなりませ
ん

争議行為等の禁止
（地公法37）

職員は、争議行為等が禁止されています

営利企業等の従事制限
（地公法38）

職員は許可を受けなければ、営利企業等に従事することができません

区　　　分 件　　　数

研修を受ける場合 0 件 (0 件) 

厚生に関する計画の実施に参加する場合 0 件 (0 件) 

特別職としての職を兼ね、その職に属する事務を行う場合 0 件 (0 件) 

職務に関連ある他の地方公共団体の公務員としての職を兼ね、その職に属する事務
を行う場合

0 件 (0 件) 

災害救助法、消防組織法、又は水防法により出動し、又は訓練に参加する場合 6 件 (0 件) 

行政の運営上特に必要と認められる他の地位に属する事務を行う場合 0 件 (0 件) 

職務遂行に直接関係のある資格免許を取得するための試験を受験する場合 2 件 (2 件) 

国、他の地方公共団体又は他の公益団体が定める場合主催する講演会等の講師の場
合

0 件 (0 件) 

地方公務員法第46条の規定による勤務条件の措置に関し要求し、及びその審理に出
頭する場合

0 件 (0 件) 

地方公務員法第49条の2の規定による不服申立て（審査請求又は異議申立て）をし、
及びその審理に出頭する場合

0 件 (0 件) 

地方公務員法第55条第8項の規定に基づき、適法な交渉を行う場合 0 件 (0 件) 
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（３）職員の営利企業等従事許可の状況（令和2年4月1日から令和3年3月31日）

８．職員の退職管理の状況

　地方公務員法の改正に伴い、木津川市職員の退職管理に関する規則、再就職者による依頼等の届出に関する規則を定め、

再就職者（離職後に営利企業等の地位に就いている元職員）による現職職員への働きかけ（職務上の行為をするように（又は

しないように）要求又は依頼すること）が規制されています。

　現職職員が働きかけを受けた場合、公平委員会に届け出ることとしており、適正な退職管理に努めています。

区　　　分 件　　　数

地方公務員法第55条第11項の規定による不満を表明し、又は意見を申し出る場合 0 件 (0 件) 

医師の診断に基づいて、職員の健康回復又は職場適応訓練等のため一定期間、勤務
の軽減措置が必要と認められる場合

0 件 (0 件) 

結核性疾患及び有害な業務に起因する疾患に対する措置として勤務の軽減措置が必
要と認められる場合

0 件 (0 件) 

京都府市町村職員共済組合が実施する制度を利用して人間ドックを受診する場合 157 件 (0 件) 

妊娠中の職員が、母子保健法第10条に規定する医師の保健指導又は同法第13条に規
定する健康診査を受ける場合

15 件 (0 件) 

妊娠中の職員が、医師又は助産師の指導により休養又は補食の必要があるとされた
場合

0 件 (0 件) 

妊娠中及び出産後１年を経過しない職員が、医師又は助産師の指導により勤務時間
短縮の必要があるとされた場合

0 件 (0 件) 

財団法人京都府市町村職員厚生会の運営委員会等の会議に出席する場合 3 件 (0 件) 

大学の通信教育による面接授業を受講する場合 0 件 (0 件) 

運転免許証を有する職員がその免許証の更新を行う場合 36 件 (0 件) 

区　　　分 件　　　数

営利を目的とする私企業を営むことを目的とする会社、その他の役員、顧問、評議
員及び当該会社、団体の重要方針決定に参画する上級職員の地位を兼ねる場合

17 件 (0 件) 

自ら営利を目的とする場合 0 件 (0 件) 

報酬を得て事業又は事務に従事する場合（統計調査等） 143 件 (0 件) 
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９．職員の研修の状況

（１）職員研修の種類（令和3年4月1日現在）

　職員の能力を開発し、公務能率を向上させ、よりよい市民サービスを提供するため、木津川市職員服務規程および木津川市

職員の研修に関する規程に基づき、さまざまな研修を行っています。

○新規採用者研修

新規採用者を対象に市政の概要、職員の服務などの基礎的知識について研修

○一般職員研修

市政に関する一般的知識、公務員倫理などの基礎的知識について研修

○監督者研修

係長・課長補佐級以上の職員を対象に監督者としての必要な知識について研修

○管理職研修

管理職員を対象に市政の方針に関すること及び管理職としての必要な知識について研修

○実務研修

職務を遂行するうえで必要となる専門的知識などについて研修

○特別研修

広く一般教養としての知識などについて研修

○派遣研修

必要に応じて、実務研修のため国又は他の地方公共団体に職員を派遣

○職場研修

職場ごとに管理職及び監督者が、その職務に必要な知識などの向上のため常時行う研修

（２）職員研修の実施状況（令和2年4月1日から令和3年3月31日）

研修区分 研修名 実施機関 回数 日数 参加者数

新規採用職員研修（共済研修） 京都府市町村振興協会 1 回 1 日 23 人

新規採用職員研修（採用時） 木津川市 1 回 5 日 24 人

新規採用職員研修（部長講義） 木津川市 1 回 1 日 24 人

新規採用職員研修（危機管理研修） 木津川市 1 回 1 日 24 人

５年目職員研修（eラーニング） 京都府市町村振興協会 2 回 － 14 人

１０年目職員研修（eラーニング） 京都府市町村振興協会 1 回 － 19 人

初任者研修 木津川市 3 回 3 日 107 人

近畿地区係長研修 人事院 1 回 3 日 1 人

監督者研修 実施なし

管理職研修 新任課長研修（eラーニング） 京都府市町村振興協会 1 回 － 7 人

自治体におけるSNSの活用（eラーニング） 全国市町村国際文化研修所 1 回 － 1 人

住民税課税事務 全国市町村国際文化研修所 1 回 11 日 1 人

会計検査実務のポイント 全国市町村国際文化研修所 1 回 2 日 1 人

自治体職員のためのマーケティングの基本 全国市町村国際文化研修所 1 回 3 日 1 人

関係人口の創出・拡大 全国市町村国際文化研修所 1 回 3 日 1 人

行政評価を核とするマネジメント
～予算・決算、総合計画への活用～

全国市町村国際文化研修所 1 回 3 日 1 人

ＳＤＧｓによる地域づくり 全国市町村国際文化研修所 1 回 3 日 1 人

地域公共交通の維持と確保に向けて（eラーニ
ング）

全国市町村国際文化研修所 1 回 － 1 人

議会運営実務研修会（eラーニング） 京都府市町村振興協会 1 回 － 1 人

手話研修 京都府市町村振興協会 1 回 1 日 1 人

手話研修（eラーニング） 京都府市町村振興協会 1 回 － 1 人

自治体における訴訟実務（eラーニング） 京都府市町村振興協会 1 回 － 5 人

チーム型政策研究プログラム 京都府市町村振興協会 1 回 8 日 1 人

エクセル研修（基礎）（eラーニング） 京都府市町村振興協会 1 回 － 7 人

エクセル研修（応用）（eラーニング） 京都府市町村振興協会 1 回 － 3 人

新規採用者研修

一般職員研修

実務研修
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研修区分 研修名 実施機関 回数 日数 参加者数

やる気と可能性を引き出すコーチング（eラーニ
ング）

京都府市町村振興協会 1 回 － 3 人

問題解決のための論理と発想（eラーニング） 京都府市町村振興協会 1 回 － 1 人

法制執務（入門）（eラーニング） 京都府市町村振興協会 1 回 － 1 人

法制執務（基礎）（eラーニング） 京都府市町村振興協会 1 回 － 1 人

木造家屋評価研修会 京都府市町村振興協会 2 回 2 日 2 人

所有者不明土地問題と対策のすすめ方実務 日本経営協会 1 回 2 日 1 人

基礎からわかる家屋評価の仕組みと評価計算 日本経営協会 1 回 2 日 1 人

固定資産税の課税をめぐる諸問題と実務対応 日本経営協会 1 回 2 日 1 人

雑種地の評価実務講座 日本経営協会 1 回 1 日 1 人

土木工事の工事監理・工事検査の具体的な進
め方

日本経営協会 1 回 2 日 1 人

土地の課税と評価実務 日本経営協会 1 回 2 日 1 人

住民税の課税実務 日本経営協会 1 回 2 日 1 人

社会福祉法人における指導監査の実務 日本経営協会 1 回 2 日 1 人

外国人に対する課税とその他重点項目に関す
る課税の実務

日本経営協会 1 回 2 日 1 人

初歩から学ぶ年末調整の実務 日本経営協会 1 回 1 日 1 人

住民監査請求制度をめぐる運用実務 日本経営協会 1 回 2 日 1 人

固定資産税事務研修会
資産評価システム研究セン
ター

1 回 1 日 2 人

償却資産実務研修会
資産評価システム研究セン
ター

1 回 2 日 1 人

論理的文章力セミナー（eラーニング） 日本漢検協会 1 回 － 2 人

住民サービスの向上と行政業務の効率化につ
いて

時事通信社 1 回 － 1 人

地方創生実践塾in京都府宇治市 地域活性化センター 1 回 2 日 2 人

初任者技術職員研修会 近畿建設協会 1 回 1 日 3 人

中堅技術職員研修会 近畿建設協会 1 回 1 日 2 人

業務代行組合区画整理講習会（eラーニング） 区画整理促進機構 1 回 － 1 人

税務担当職員初任者研修 京都府 1 回 1 日 2 人

行政事務スマート化研修（eラーニング） 木津川市 1 回 － 399 人

マイナンバー研修（eラーニング） 木津川市 1 回 － 268 人

情報セキュリティ研修（ｅラーニング） 木津川市 1 回 － 329 人

人権啓発指導者養成研修（eラーニング） 木津川市 1 回 － 90 人

法制執務基礎研修（eラーニング） 木津川市 1 回 － 48 人

コンプライアンス研修（eラーニング） 木津川市 1 回 － 184 人

会計年度任用職員人事評価研修 木津川市 1 回 1 日 57 人

ストレスチェック集団分析結果活用研修 木津川市 1 回 1 日 37 人

セルフケア研修 木津川市 1 回 1 日 10 人

フューチャー・デザイン研修 木津川市 1 回 2 日 28 人

防災士養成講座 木津川市 1 回 3 日 48 人

合　　　　　計 64 回 － 1,803 人 

特別研修

実務研修
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１０．職員の福祉及び利益の保護の状況

（１）健康診断の状況

　職員の健康管理のため、毎年、健康診断等を実施しています。令和2年度の実施状況は、次のとおりです。

（２）公務災害等の状況

　公務上又は通勤途上の災害により負傷等した場合には、地方公務員災害補償基金から一定の補償が行われます。令和元年

度の発生状況は、次のとおりです。

（３） 共済制度の状況

　共済制度とは、社会保障の一環として、職員やその家族の生活の安定と福祉の向上を図る相互救済の制度です。共済制度

の概要は次のとおりで、必要な費用は職員の掛金と構成団体の負担金で賄われています。

ア．機関名：京都府市町村職員共済組合

イ．共済制度概要

○短期給付事業　

病気・ケガ・出産・死亡・休業・災害に対して、必要な給付を行う。

○長期給付事業　

退職・障害・死亡に対して、年金又は一時金の給付を行う。

○福祉事業　

健康診断などの健康の保持増進事業、貯金事業、貸付事業などを行う。

（４）福利厚生の状況

　地方公共団体は、地方公務員法第42条の規定により、職員の福利厚生の計画を樹立し、実施することが義務付けられており、

本市では、7市11町村18一部事務組合5関係団体、会員約7,651人（令和2年度末現在）で構成されている、一般財団法人京都府

市町村職員厚生会に加入し、福利厚生事業を行なっています。

　　主な、事業は以下のとおりで、構成団体の職員の掛金と構成団体の負担金で賄われています。

ア．一般財団法人京都府市町村職員厚生会の主な事業内容（令和3年4月1日現在）

　　○公益事業

　　　健康文化講演会、スポーツ健康交流大会、丹後半島駅伝大会の開催など

　　○福利厚生事業

　　　スポーツ健康交流事業、結婚祝金、子育祝金、健康回復助成金、人間ドック利用助成金、療養見舞金、死亡弔慰金など

　○退職互助事業

　　医療給付金事業、退職者会の活動など

イ．掛金・負担金の割合（令和2年度決算）

健康診断の種類 対象者 受診者 受診率

定期健康診断 500 人  470 人  94.0 %  

　巡回健診 311 人  281 人  90.4 %  

　人間ドック 189 人  189 人  100.0 %  

脳ドック 41 人  41 人  100.0 %  

特殊検診 102 人  10 人  9.8 %  

傷病 死亡

公務災害認定件数 3 件  0 件  

通勤災害認定件数 1 件  0 件  

掛金 負担金

京都府市町村職員厚生会 22,500 千円 11,250 千円

（職員1人あたり） 45 千円 23 千円

（負担割合） 2 1
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１１．公平委員会の状況

（１）公平委員会の概要

　　　公平委員会は、地方公務員法第7条第3項の規定により設置されており、その権限は同法第8条第2項において定められて

　　います。主な内容は次のとおりです。

　　　○職員の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する措置を審査・判定し、必要な措置を執ること。

　　　○職員に対する不利益な処分についての審査請求に対する裁決又は決定をすること。

　　　○職員の苦情を処理すること。

（２）公平委員会の業務の状況

ア．勤務条件に関する措置の要求の状況（令和2年4月1日から令和3年3月31日）

イ．不利益処分に関する審査請求の状況（令和2年4月1日から令和3年3月31日）

ウ．苦情の処理の状況（令和2年4月1日から令和3年3月31日）

0 件  0 件  0 件  0 件  

0 件  0 件  0 件  0 件  

0 件  0 件  0 件  0 件  

前年度から
の継続件数

措置要求件数 終結件数
翌年度への
継続件数

前年度から
の継続件数

審査請求件数 終結件数
翌年度への
継続件数

前年度から
の継続件数

苦情処理件数 終結件数
翌年度への
継続件数
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